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 介護職員の職場での人間関係の問題に対応するオンデマンド動画プログラムの効果 
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Effects of an on-demand video program addressing workplace interpersonal problems among care workers 

 

Shinya Takeda*, Toshiki Fukuzaki* 

 

要約 本研究では，高齢者介護事業所に勤務する介護職を対象とし，職場の人間関係の問題に対応するオンデマンド動画プ

ログラムを作成し，その効果を検討した．研究参加者は，高齢者介護事業所に勤務し，現法人に勤めて 3 年以上経過した介護

職員 46 名であった．高齢者介護事業所に勤務する介護職が陥りやすい職場の人間関係の問題 6 因子（「コミュニケーション不

足」「嫌がらせ」「業務量の不公平感」「介護業務についての考え方の違い」「部下や新人への指導困難」「ラベリング」）について

のオンデマンド動画を作成し，研究参加者を各動画群にランダムに割り付け，動画視聴前と視聴 2 週間後を比較した．結果より，

嫌がらせ動画群（心理的ストレス反応，無気力）とラベリング動画群（不機嫌・怒り）において，心理的ストレス反応に改善を認め

たものの，それ以外のオンデマンド動画による有意な変化は認めなかった. 
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1.  はじめに 

わが国では，今後当面の間，前期高齢者数は横ばいから

漸減傾向であるのに対し，75歳以上の後期高齢者数が漸増

すると予測されている 1)．介護保険の要介護認定を受ける

者の割合は，65歳～69歳では2.8％であるのに対し，70歳

～74 歳では 5.8％，75 歳～79 歳では 12.1％，80 歳～84 歳

では25.8％，85歳～89歳では48.5％，90歳以上では76.8％

と，後期高齢者以降に増加が顕著であり 2,3)，今後の高齢者

数の推移を考慮すると，要介護高齢者が大幅に増えること

が懸念される．そのため，高齢者介護を担う介護職のニー

ズは今後ますます高まると思われる．しかし，介護職の離

職率は高く介護職不足は深刻であり 4,5)，2022 年度をベース

とすると2040 年度には約57万人の介護職が不足すると推

定されている 6)．介護職不足は，現場で働く介護職員の負

担を増すだけでなく，介護の質の低下も招く 7)．介護職不

足に対応するには，生産年齢人口の減少に伴い新規採用数

を増やすだけでは十分でなく，すでに働いている介護職員

の離職を防ぐことが重要である．介護労働安定センター4)が

行った調査によると，介護職員の離職理由として最も多い

のが職場の人間関係であった． 

 

 

 

 

 

 

また，Takeda8)は日本国内の介護職を対象とした離職およ

び離職意図に関する先行研究をレビューしたところ，両者

と一貫して関連が示された要因は職場の人間関係の問題で

あったことを明らかにした．職場の人間関係の問題を抱え

ている介護職員は抱えていない介護職員と比べ，約 2 倍離

職意図が高まりやすく 9)，心理的苦痛に至っては職場の人

間関係の問題を抱えている介護職員は約 6 倍心理的苦痛を

抱えることが示されている 10)． 

以上のことより，高齢者介護を担う介護職員の離職を防

ぎ精神的健康を保持するには，職場の人間関係の問題を改

善し，良好な人間関係を築くための方策を検討する必要が

ある．介護職員が職場で良好な人間関係を築くことは，離

職に伴う介護職員の負担を減らすだけでなく，要介護高齢

者への介護の質を維持するうえでも極めて重要な課題であ

る． 

しかし，職場の人間関係の改善を目的とした介護職員向

けの研究はこれまで十分に検討されていない．加えて，精

神的健康のリスクを抱えた対人援助職は集合研修に参加し

にくい傾向があり 11)，介護職は業務多忙のため決まった時

間の研修参加が困難な場合も少なくない．これらの点を踏

まえると，職場の人間関係の改善を目的とした研修機会と

しては，決まった時間に参加を要する集合研修よりも，自

分の都合のよい時間帯に視聴できるオンデマンド動画の方

がアクセスしやすいと考えられる．また，Shimazu ら 12)は，

社会的認知理論に基づく Web ベースの心理教育が，スト

レスに関する理解や自己効力感，問題解決行動を高め，心
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理的ストレス反応の改善に寄与し得ることを示している．

これらの知見から，オンデマンド動画は介護職員が対人ス

トレス場面に必要な認知的理解や対処スキルを効率的に学

習できる介入形式として理論的に妥当であると考えられる．

そこで本研究では，高齢者介護事業所に勤務する介護職を

対象に，職場の人間関係の問題に対応するオンデマンド動

画プログラムを作成し，その効果を検討した。 

 

2. 対象と方法 

2-1 研究参加者 

高齢者介護事業所に勤務する介護職 60 名を対象とした．

研究参加者の選択基準は，①高齢者介護事業所に勤務する

介護職員，②現法人に勤めて3 年以上経過した者とした．

一方，除外基準は18歳未満の介護職員とした．事前評価に

回答した介護職員は46名であった．このうち，事後評価を

回収できなかった 4 名は事後データが欠損していたため，

事前・事後比較が不可能であり，解析から除外した．最終

的に，事後評価に回答した42名（男性18名，女性24名）

を解析対象者とした． 

  

2-2 オンデマンド動画プログラム 

オンデマンド動画プログラムは，Takeda& Fukuzaki9)によ

って見出された高齢者介護事業所に勤務する介護職が抱え

やすい職場の人間関係の問題6 因子（「コミュニケーショ

ン不足」「嫌がらせ」「業務量の不公平感」「介護業務に

ついての考え方の違い」「部下や新人への指導困難」「ラ

ベリング」）に基づき 6 種類作成した（表 1）．動画作成

に先立ち，6 因子に関する自由記述データを精査し，各因

子を代表する典型的な場面や認知・行動パターンを抽出し

た．作成した動画シナリオについては，臨床心理学および

介護現場に精通した研究者 2名が内容を確認し，各因子を

適切に反映しているかを検討した．さらに，介護職として

の勤務歴が 10 年以上ある介護職員 2 名に試行的に視聴し

てもらい，内容の理解しやすさや場面の現実性についてフ

ィードバックを得て，必要に応じて修正を行った．各オン

デマンド動画は，多忙な介護職員が負担なく視聴できるよ

う10分程度で構成した．これらの動画は，研究参加者に限

定公開し，事前評価への回答後 1 日以内に視聴用 URL を

送付した．なお，動画視聴の確認については，視聴後に実

施した確認用アンケートへの回答をもって視聴完了とみな

した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-3 研究デザイン 

本研究は，介入群のみを対象とした前後比較試験として

実施した．6 つのオンデマンド動画への割り付けは以下の

とおりである．業務量の不公平感を扱う動画は管理職を対

象とした内容であるため，この群には管理者および施設長

級の参加者を割り付けた．残りの 5 つの動画については，

ブロックランダム化法を用い，事前に作成した乱数リスト

に基づいて参加者を1:1の割合で各動画群に割り付けた． 

各動画群に対応したオンデマンド動画を視聴してもらい，

動画視聴前の事前評価と，動画視聴日から 2 週間後に実施

した事後評価の評価項目得点を比較した．事後評価を 2 週

間後としたのは，以下の理由による．介護職はシフト制勤

務であり，学習内容を実際の対人場面で試行するには複数

回の勤務ローテーションを要するため，2 週間は実務的に

妥当な期間と判断した．また，1 か月以上のフォローアッ

プでは離脱率の増加が予想されることから，2 週間後の評

価は介入効果の初期定着を捉えつつ参加者負担を抑えるう

えでも適切であると考えた． 

 

2-4 評価項目 

2-4-1 職場の人間関係の問題 
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職場の人間関係の問題を評価するために，介護職の職場

の人間関係の悩み尺度（Workplace Interpersonal Problems 

Scale for care workers; WIPS）13)を用いた．WIPSは，COSMIN

基準 14)に基づき，再検査信頼性，内容妥当性，構成概念妥

当性，構造妥当性，基準関連妥当性が確認されている．こ

れらの点から，本尺度はオンデマンド動画による人間関係

改善効果を評価する指標として妥当であると判断した．本

尺度は23項目で構成されており，下位尺度には「コミュニ

ケーション不足」「嫌がらせ」「業務量の不公平感」「介

護業務についての考え方の違い」「部下や新人への指導困

難」「ラベリング」の6つがある．  

コミュニケーション不足の質問項目は，例えば「職場の

スタッフと十分にコミュニケーションをとれなかった」で

ある．同様に嫌がらせは「職場のスタッフから一方的に無

視されることがあった」，業務量の不公平感は「職場のス

タッフと業務量の差による不公平感を感じることがあっ

た」，介護業務についての考え方の違いは「介護やケアに

ついて職場のスタッフと考え方の違いで困ることがあっ

た」，部下や新人への指導困難は「意見の食い違いにより，

部下または新人をうまく指導できないことがあった」，ラ

ベリングは「スタッフ間で問題が生じると『この人の性格

が悪かったからこうなった』と考えることがあった」など

が挙げられる．本研究では，視聴したオンデマンド動画に

応じて WIPS 下位尺度に回答してもらった（例えば，「ラ

ベリング」のオンデマンド動画を視聴した参加者は，WIPS

下位尺度ラベリングに回答した）．各質問に「あてはまら

ない（0点）」から「あてはまる（3点）」の4件法で回答

を求め，それぞれの回答の合計が下位尺度得点とみなされ

た．尺度得点が高いほど，各下位尺度における職場の人間

関係の問題をより強く感じていることを表す． 

 

2-4-2 心理的ストレス反応 

心理的ストレス反応を評価するために，心理的ストレス

反応尺度（Stress Response Scale-18; SRS-18）15)を用いた．SRS-

18は，日常的に経験する多様な心理的ストレス反応を簡便

に評価する目的で開発された尺度であり，良好な内的一貫

性，再検査信頼性，内容的妥当性，弁別的妥当性が確認さ

れている．したがって，動画視聴による心理的ストレス反

応の変化を捉える指標として妥当であると判断した．本尺

度は18項目で構成されており，下位尺度には「抑うつ・不

安」「不機嫌・怒り」「無気力」の 3 つがある．抑うつ・

不安の質問項目は「泣きたい気持ちだ」，不機嫌・怒りは

「怒りを感じる」，無気力は「根気がない」などがある．

これらの項目に「全くちがう（0点）」から「その通りだ（3

点）」の 4 件法で回答を求めた．尺度得点が高いほど，心

理的ストレス反応を強く感じていることを表す． 

2-4-3 離職意図 

離職意図の評価には，離職意図尺度 16,17)を用いた．離職

意図尺度は過去 1 か月間の離職の意思を評価する尺度であ

り，良好な内的一貫性や妥当性が確認されている．公立病

院や保健所などで勤務する日本人労働者を対象とした研究

でも使用されており，職場いじめとの関連が示されている
16)．したがって，動画視聴による離職意図の変化を捉える

指標として妥当であると判断した．質問項目は，例えば「こ

の組織で働くことを選んだのは明らかなミスだったと思う」

などがあり，4項目の尺度である．「全くその通りだ（1点）」

から「全く違う（5 点）」までの 5 件法で回答を求めた．

尺度得点が高いほど，離職意図を強く感じていることを表

す． 

 

2-4-4 基本属性 

年齢，性別，介護福祉士の資格の有無，勤務している介

護事業所の種類，勤続年数，介護職としての経験年数，職

位，介護職としての転職頻度について収集した． 

 

2-5 倫理的配慮 

本研究は，鳥取大学医学部倫理審査委員会の承認

（No.24B003）を得て実施した. 研究開始に先立ち，倫理審

査委員会で承認された同意説明書を用いて対象者に説明し

た上で，研究参加について自由意思による同意を研究参加

者本人より得た. 

 

2-6 統計解析 

動画視聴前の事前評価と動画視聴 2 週間後の事後評価の

各評価項目得点の差を検討するため，ウィルコクソンの符

号付順位検定を実施した．有意水準は 5％に設定した．統

計解析はすべて IBM SPSS Statistics ver.28.0.1.1を使用した． 

 

3. 結果 

表 2 に本研究の解析対象者全体と各群の基本属性をまと

めた．解析対象者の全体の主な特徴は，平均年齢が42.1±10.1

歳で，女性が全体の約 6 割でやや多く，ほとんどの対象者

が介護福祉士の資格を持っていた．勤務している介護事業

所の種類は約 7 割が居宅サービス系で，主任以上の役職に

ついている職員が約6割を占めた． 

表 3 にすべての尺度得点と統計解析の結果を示した．嫌

がらせ動画群において SRS-18 合計得点および無気力得点

が動画視聴後で有意に低下し（SRS-18合計得点p<0.05，無

気力得点p<0.05），効果量はどちらも非常に高い値を示し

た（SRS-18合計得点g =1.66[0.52, 2.76]，無気力得点g =1.20 

[0.25, 2.10]）．また，ラベリング動画群において不機嫌・怒
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り得点が動画視聴後で有意に低下し（p<0.05），効果量は大

きかった（g =0.75 [0.01, 1.46]）．その他の尺度では動画視

聴前後で有意な変化は認めなかった． 

 

4. 考察 

本研究では，高齢者介護事業所に勤務する介護職を対象

とし，職場の人間関係の問題に対応するオンデマンド動画

プログラムを作成し，その効果を検討した．結果より，プ

ログラムのうち嫌がらせ動画群において SRS-18 合計得点

および無気力得点が動画視聴後で有意に低下し，非常に大

きな効果量を認めた．また，ラベリング動画群において不

機嫌・怒り得点が動画視聴後で有意に低下し，大きな効果

量を認めた．その他の尺度では動画視聴前後で有意な変化

を認めなかった． 

 嫌がらせ動画群とラベリング動画群の SRS-18 得点の変

化から，一部の群内で改善が示唆された．職場における嫌

がらせは，被害者に無気力をもたらすことが明らかにされ

ており 18)，嫌がらせ動画群において心理的ストレス反応と

無気力が改善したことは有意義な結果である．一方，ラベ

リングは，職場の人をネガティブなラベルを貼って捉える

認知の歪みである 9)．認知の歪みとは，刺激に対する情報

処理の偏りのことをいい 19)，これに基づき浮かんだ認知に

応じて感情がわき起こると考えられる．ラベリング動画は

ラベリングを弱める対応が紹介されており，不機嫌・怒り

コミュニケーション不足動画群 (N=6)
WIPSコミュニケーション不足 4.5 1.2 4.0 3.8 – 6.0 3.2 1.9 3.0 2.3 – 4.5 -1.60 0.109 0.64 -0.16 – 1.39
SRS-18 9.5 5.5 8.0 4.8 – 15.0 13.0 11.2 10.5 3.8 – 21.0 0.84 0.399 -0.43 -1.13 – 0.31

抑うつ・不安 2.5 2.6 1.5 0.8 – 4.8 4.2 4.3 2.5 1.5 – 7.5 1.63 0.104 -0.65 -1.40 – 0.15
不機嫌・怒り 2.3 1.5 3.0 0.8 – 3.3 3.8 4.0 3.0 0.0 – 7.8 0.81 0.416 -0.32 -1.01 – 0.39
無気力 4.7 4.2 4.5 0.8 – 8.5 5.0 4.1 4.5 1.5 – 8.8 0.41 0.680 -0.16 -0.83 – 0.53

離職意図 13.0 1.1 13.0 12.0 – 14.0 11.8 3.0 12.5 10.5 – 14.0 -1.07 0.285 0.38 -0.34 – 1.08
嫌がらせ動画群 (N=7)

WIPS嫌がらせ 3.1 3.2 2.0 0.0 – 7.0 2.3 2.5 2.0 0.0 – 5.0 -1.60 0.109 0.61 -0.13 – 1.32
SRS-18 14.9 13.8 9.0 7.0 – 22.0 12.4 13.1 8.0 3.0 – 20.0 -2.38 0.017 1.66 0.52 – 2.76

抑うつ・不安 5.3 4.7 5.0 2.0 – 8.0 4.3 4.9 2.0 1.0 – 6.0 -1.84 0.066 0.75 -0.03 – 1.50
不機嫌・怒り 3.3 4.5 1.0 0.0 – 5.0 3.7 4.6 2.0 0.0 – 9.0 0.41 0.680 -0.20 -0.84 – 0.46
無気力 6.3 5.1 5.0 2.0 – 9.0 4.4 4.5 3.0 1.0 – 7.0 -2.21 0.027 1.20 0.25 – 2.10

離職意図 12.3 4.8 12.0 10.0 – 16.0 11.9 4.2 12.0 10.0 – 16.0 -1.09 0.276 0.33 -0.35 – 0.98
業務量の不公平感動画群 (N=6)

WIPS業務量の不公平感 3.5 2.1 3.0 1.8 – 6.0 2.8 2.3 2.5 1.5 – 4.0 -0.41 0.680 0.25 -0.45 – 0.93
SRS-18 9.5 9.7 5.5 2.8 – 17.3 11.5 11.2 6.5 3.8 – 20.8 1.17 0.242 -0.45 -1.16 – 0.29

抑うつ・不安 2.8 3.8 1.0 0.8 – 5.5 3.3 3.9 2.0 1.0 – 5.0 0.82 0.414 -0.30 -0.99 – 0.41
不機嫌・怒り 3.2 4.2 2.0 0.0 – 5.8 3.5 4.0 1.5 0.8 – 7.8 0.41 0.680 -0.16 -0.83 – 0.53
無気力 3.5 2.2 3.0 1.8 – 6.0 4.7 3.7 3.0 2.5 – 8.0 1.17 0.244 -0.38 -1.08 – 0.34

離職意図 8.0 3.5 8.5 4.0 – 11.3 9.3 2.7 10.5 7.8 – 11.0 1.29 0.197 -0.45 -1.15 – 0.30
介護業務についての考え方の違い動画群 (N=7)

WIPS介護業務についての考え方の違い 5.3 3.0 6.0 3.0 – 7.0 4.7 2.5 5.0 3.0 – 7.0 -0.85 0.395 0.29 -0.39 – 0.94
SRS-18 15.9 11.3 12.0 7.0 – 23.0 13.1 15.4 5.0 3.0 – 25.0 -1.44 0.149 0.46 -0.25 – 1.14

抑うつ・不安 5.7 4.9 3.0 3.0 – 9.0 4.7 6.2 2.0 1.0 – 9.0 -1.38 0.167 0.53 -0.19 – 1.22
不機嫌・怒り 4.6 3.7 5.0 0.0 – 8.0 4.6 4.7 4.0 0.0 – 10.0 -0.14 0.891 0.00 -0.64 – 0.64
無気力 5.6 3.6 5.0 3.0 – 6.0 3.9 4.9 2.0 1.0 – 6.0 -1.90 0.058 0.75 -0.03 – 1.50

離職意図 10.7 2.6 11.0 8.0 – 13.0 10.7 2.4 11.0 8.0 – 13.0 -0.43 0.666 0.00 -0.64 – 0.64

WIPS部下や新人への指導困難 4.3 2.7 4.0 2.3 – 6.8 3.6 2.6 4.0 0.8 – 5.8 -1.21 0.227 0.22 -0.41 – 0.84
SRS-18 9.8 6.2 10.5 4.3 – 12.5 7.3 5.5 6.0 3.0 – 13.3 -1.53 0.126 0.51 -0.18 – 1.16

抑うつ・不安 3.3 2.5 2.0 1.3 – 5.0 2.1 2.0 1.5 0.3 – 4.5 -1.84 0.066 0.58 -0.12 – 1.25
不機嫌・怒り 2.3 1.9 2.0 0.5 – 3.0 1.8 2.1 1.5 0.0 – 2.8 -0.82 0.414 0.20 -0.43 – 0.81
無気力 4.3 2.3 4.5 2.5 – 6.0 3.4 2.3 3.5 1.3 – 5.8 -1.52 0.129 0.53 -0.16 – 1.19

離職意図 12.6 3.5 14.0 10.8 – 14.8 12.8 3.0 13.0 12.3 – 14.8 0.18 0.854 -0.08 -0.69 – 0.54
ラベリング動画群 (N=8)

WIPSラベリング 5.8 3.2 6.0 4.0 – 8.8 4.6 2.3 4.0 3.0 – 6.0 -0.95 0.340 0.30 -0.35 – 0.92
SRS-18 15.1 10.1 18.0 5.3 – 24.0 10.4 9.6 11.5 0.0 – 20.0 -1.95 0.051 0.69 -0.04 – 1.38

抑うつ・不安 4.8 3.2 6.0 1.3 – 7.8 3.0 3.0 3.0 0.0 – 5.5 -1.91 0.056 0.56 -0.13 – 1.23
不機嫌・怒り 6.3 5.5 4.0 2.0 – 12.8 4.0 4.2 3.5 0.0 – 8.8 -2.04 0.041 0.75 0.01 – 1.46
無気力 4.1 2.5 5.5 1.5 – 6.0 3.4 3.0 4.0 0.0 – 6.0 -0.63 0.527 0.24 -0.40 – 0.86

離職意図 12.9 2.3 12.5 10.5 – 15.0 12.9 2.8 13.0 12.3 – 14.0 0.18 0.861 0.00 -0.62 – 0.62

95%CIHedges' g

WIPS:Workplace Interpersonal Problems Scale for care workers, SRS-18:Stress Response Scale-18

表3　各尺度の事前・事後評価得点と統計解析結果

Interquartile range

    事後評価
pZ

効果量

部下や新人への指導困難動画群 (N=8)

Median Interquartile range

    事前評価

MedianSDMean SD Mean

年齢
Mean±S.D. (range)

性別
男性 18 42.9 3 50.0 3 42.9 5 83.3 1 14.3 4 50.0 2 25.0
女性 24 57.1 3 50.0 4 57.1 1 16.7 6 85.7 4 50.0 6 75.0

介護福祉士資格
あり 41 97.6 6 100.0 7 100.0 6 100.0 7 100.0 8 100.0 7 87.5
なし 1 2.4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 12.5

介護事業所の種類
居宅サービス系 30 71.4 5 83.3 5 71.4 4 66.7 5 71.4 5 62.5 6 75.0
在宅サービス系 12 28.6 1 16.7 2 28.6 2 33.3 2 28.6 3 37.5 2 25.0

勤続年数
Mean±S.D. (range)

介護職としての経験年数
Mean±S.D. (range)

職位
一般職 18 42.9 3 50.0 2 28.6 0 0.0 5 71.4 3 37.5 5 62.5
主任以上 24 57.1 3 50.0 5 71.4 6 100.0 2 28.6 5 62.5 3 37.5

介護職としての転職頻度
0 29 69.0 4 66.7 3 42.9 4 66.7 6 85.7 5 62.5 7 87.5
1 8 19.0 1 16.7 2 28.6 1 16.7 1 14.3 3 37.5 0 0
2≥ 5 12.0 1 16.7 2 28.6 1 16.7 0 0 0 0 1 12.5

13.6±7.2 (1—28)

42.1±10.1 (24—62)

11.3±7.2 (1—28)

表２　研究協力者の特徴

N ％

Total
N=42

13.8±9.0 (1—28)

嫌がらせ動画群
N=7

N ％

39.3±13.0 (27—59)

8.6±3.0 (4—14)

10.7±4.7 (7—21)

コミュニケーション不足動画群
 N=6

N ％

37.0±8.2 (25—50)

11.8±10.0 (1—28)

19.7±4.1 (12—24)

介護業務についての考え方の違い
動画群
N=7

N ％

45.7±8.0 (29—53)

11.7±8.2 (1—24)

11.7±8.2 (1—24)

業務量の不公平感動画群
 N=6

N ％

47.7±6.7 (42—58)

17.3±6.9 (5—24)

15.1±7.1 (5—26)

ラベリング動画群
N=8

N ％

41.5±12.9 (24—62)

11.3±8.0 (1—25)

11.5±7.6 (1—25)

部下や新人への指導困難
動画群
N=8

N ％

41.5±9.1 (30—57)

8.3±4.6 (1—15)
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に関連する認知が本動画によって変容したことが，不機嫌・

怒りの改善をもたらした可能性がある．高齢者介護事業所

に勤務する介護職を対象とした調査 20)によると，嫌がらせ

とラベリングは離職意図に対して直接効果を持つだけでな

く，心理的苦痛を媒介して離職意図に影響を及ぼす媒介効

果が示されている．この知見を踏まえると，嫌がらせ動画

群およびラベリング動画群でみられた心理的ストレス反応

の改善が，時間の経過とともに離職意図の低下につながる

可能性がある．したがって，オンデマンド動画による介入

が離職意図に与える影響については，より長期的にフォロ

ーアップを行い，心理的ストレス反応の変化が離職意図に

どのように波及するかを検討する必要がある． 

さらに，介護職員の精神的健康の保持は，認知症予防の

観点からも重要である．介護職員の心理的負担が軽減され，

職場の人間関係が良好に保たれることは，ケアの質の向上

につながる．質の高いケアは利用者の生活の質（Quality of 

Life; QOL）を高めることが報告されており 21)，QOL の高

さは認知機能低下および認知症発症リスクの低下と関連す

ることが縦断研究で示されている 22)．本研究で示された介

護職員の心理的ストレス反応の改善は，認知症予防に資す

るケア環境の整備に寄与する可能性がある． 

一方で，その他の動画群において心理的ストレス反応に

有意な変化が認められなかった理由として，いくつかの可

能性が考えられる．第一に，本研究で作成した動画は10分

程度の短時間で構成されており，対人スキルの習得や行動

変容を伴う介入としては，十分な練習量や反復機会が確保

されなかった可能性がある．特に「コミュニケーション不

足」「業務量の不公平感」「部下や新人への指導困難」な

ど，複数のスタッフ間の相互作用が関与する因子は，個人

が動画視聴のみで短期間に状況改善を実感することが難し

く，その結果として心理的ストレス反応の低減にもつなが

りにくかったと考えられる．これらの動画は主に状況理解

や対応のポイントを提示する内容であり，実際の場面での

練習やフィードバックを伴わないため，ストレッサーとな

る対人場面そのものが変化しにくかった可能性がある．第

二に，職場の人間関係は組織文化や人員配置などの構造的

要因の影響を強く受けるため，個人レベルの介入のみでは

ストレス要因の軽減に直結しにくいことも，心理的ストレ

ス反応に変化がみられなかった一因と考えられる． 

本研究で作成したオンデマンド動画プログラムは，対応

する人間関係や離職意図に対しては，少なくとも動画視聴

2 週間後の時点では有効な効果を示さなかった．これまで

の研究では，上司や同僚からのサポートや承認が介護職の

離職率の低下と精神的健康に寄与する 23-25)一方，上司や同

僚，部下らとの対人葛藤 9,26)が離職意図を高めることが示さ

れている．スタッフ間のサポートや承認はコミュニケーシ

ョンを介してなされるが，現場の人手不足 4)に伴う余裕の

なさは，互いにサポートや承認を届け合う余地を奪ってい

る可能性がある．そうした職場の人間関係はスタッフ同士

のコミュニケーションにも影響を与え 27)，対人葛藤とコミ

ュニケーション不足をより強めると推察される．現場のコ

ミュニケーション不足は離職意図を高め 28)，コミュニケー

ションは離職意図と関連する職場のチームワークへの認識

にも影響を及ぼすことが示されている 29)．また，より良い

リーダーシップは介護職の感情的組織コミットメントを高

め 30)，感情的組織コミットメントが高いと離職意図が下が

ることが報告されている 31)．以上より，介護職の離職意図

に影響する人間関係の問題は，上司や同僚，部下など様々

な立場のスタッフの間でのコミュニケーションの問題が複

合的に絡みあい生じる場合が多いと推論できる．本研究で

は，高齢者介護事業所で生じやすい人間関係の問題につい

て，因子ごとにオンデマンド動画を作成し，参加者には単

一のオンデマンド動画の視聴を求めた．先行研究からの推

論に基づくと，人間関係の問題を因子ごとに分けて知識と

スキルを高めるだけでは，離職意図や対応する人間関係の

変化に結びつくのは困難であると思われる．今後は，個人

向けの学習に加えて，職場全体のコミュニケーションの質

や相互理解を高めるための組織的アプローチを組み合わせ

た介入の有効性を検討する必要がある．こうした組織的ア

プローチは，個人の努力だけでは変えにくい構造的要因に

働きかける点で重要である．  

 最後に，本研究の限界について述べる．本研究では対照

群を設けていなかったため，心理的ストレス反応の改善に

ついて因果関係を直接的に示すことはできない．今後は，

対照群を設定し，長期的な追跡を行うことで，オンデマン

ド動画の効果をより厳密に検証する必要がある．また，本

研究のサンプルサイズは非常に小さいため，結果の一般化

には慎重な解釈が必要である．効果量が極端な値を示した

点についても，サンプルサイズの小ささが影響している可

能性がある．さらに，本研究の介入期間は 2 週間と短期間

であり，介入効果の持続性や長期的変化については明らか

でない．今後は，より大規模なサンプルを用いた研究や長

期的なフォローアップを通じて，本プログラムの外的妥当

性と介入効果の持続性を検証する必要がある． 

 

5. まとめ 

本研究では，高齢者介護事業所に勤務する介護職員が抱

えやすい職場の人間関係の問題に対応するオンデマンド動

画プログラムを作成し，その効果を予備的に検討した．そ

の結果，「嫌がらせ」および「ラベリング」を扱う動画群

において心理的ストレス反応の改善が示され，一部の人間

関係要因に対して短期的な効果が示唆された．一方で，そ
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の他の因子では有意な変化が認められず，単一因子に焦点

を当てた短時間の介入のみで広範な変化をもたらすことは

容易ではないことが示された．今後は，複数の人間関係因

子を統合的に扱うプログラムの開発に加え，職場全体のコ

ミュニケーションの質や相互理解を高める組織的アプロー

チを組み合わせた介入の有効性を検討し，介護職員の人間

関係改善と離職防止に資する実践的な支援モデルを構築し

ていく必要がある．  
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